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令和３年度決算に係る審議を踏まえた「意見・提言」  

 

【重点事項】 

１ 新型コロナウイルス感染症対策について 

新型コロナウイルス感染症やインフルエンザの流行に備え、関係機関と連携し、

必要な医療や支援が確実に提供できる体制の強化を図るとともに、府民への情報

発信に努めること。また、飲食店における第三者認証制度を推進するにあたって

は、感染状況や制度の運用実態も踏まえながら適切な対応に努めること。 

 

２ 子育て環境日本一の推進について 

   安心して子育てができる環境の整備をさらに図るため、関係機関と連携し、子育

て支援医療助成制度の拡充をはじめ、経済的負担の軽減など支援制度の充実を図る

とともに、必要な支援に繋がるよう周知・利活用の推進に一層取り組むこと。 

 

 

【部局別事項】 

<知事直轄組織> 

１ 多文化共生・国際交流の推進について 

   外国人住民や留学生に対する生活情報の提供、相談体制の充実、日本語教育の推

進などの取組をさらに進めるとともに、その周知に努めること。また、名誉友好大

使による国際交流活動や友好提携州省との国際交流の充実に努めること。 

 

２ 職員の人材確保・育成等について 

   職員研修やベンチャーチャレンジ職員育成事業など、人材育成のための取組を進

めること。また、計画的な職員採用による人材の確保や、時間外勤務の縮減等によ

る職員の健康管理に努めること。 

 

３ 広報・広聴の充実について 

  府民だよりやＳＮＳなどさまざまな広報媒体を活用した府政情報の効果的な情報

発信をさらに進めるとともに、「知事と行き活きトーク」などによる積極的な広聴活

動に努めること。 
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<危機管理部> 

１ 防災対策の推進について 

   災害時においては、要配慮者や外国人などあらゆる人に対応した避難所運営や情

報発信に取り組み、府民の安心・安全を確保すること。また、危機管理センターの

設置にあたっては、国や市町村などの関係機関との連携を強化し、府の災害対応力

の向上に資するよう努めること。 

 

２ 地域防災力の向上について 

  地域の防災力向上を図るため、市町村や地元企業と連携し、消防団員の確保及び

人材育成に努めるとともに、水害等避難行動タイムラインの作成・普及への支援な

ど、地域の実情に応じた防災対策を推進すること。 

 

３ 原子力防災対策について 

原子力災害に備え、放射線防護施設を整備するなど、原子力防災対策に努めるこ

と。 

 

 

<総 務 部> 

１ 財政運営について 

   府税収入などの自主財源を確保するとともに、税源のかん養につながる効果的な

施策を展開し、将来を見据えた適切な財政運営に一層努めること。 

 

２ 市町村支援・連携について 

   きょうと地域連携交付金の活用により、府と市町村、市町村間の連携を強化し、

地域の課題解決や活性化につながる支援に一層努めること。 

 

３ 選挙の投票率向上について 

ＳＮＳによる情報発信などの啓発活動を積極的に行うとともに、投票しやすい環

境を整備するなど、投票率向上に一層努めること。 

 

４ 府有資産の利活用について 

  府有資産については、適切に管理を行い、処分を含む様々な手法により一層の効

果的な利活用に努めること。 
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<政策企画部> 

１ 地域振興の推進について 

広域振興局や市町村、ＤＭＯとの連携により、地域の資源や特色を活かした魅力

向上に努めるとともに、子育て世代等の移住・定住を促進し、地域振興に取り組む

こと。 

 

２ 東京事務所における情報発信について 

情報収集等にあたっては、コロナ禍で活用されたオンラインのみならず、コミュ

ニケーションを図る上で有効な対面方式でも取り組むとともに、首都圏での情報発

信力の向上に努めること。 

 

３ 大阪・関西万博について 

関西広域連合や関係自治体と十分な調整を行うとともに、京都の魅力を発信でき

るよう努めること。 

 

 

<府民環境部> 

１ 廃棄物対策の強化について 

食品ロスやプラスチックごみ等廃棄物の発生抑制に向けて、周知・啓発などの取

組を行うとともに、関係機関や市町村と連携して海岸漂着物や産業廃棄物の適正な

処理に努めること。 

 

２ エネルギー政策の推進について 

水素エネルギーの活用やＥＶの充電ステーションの整備等による温室効果ガス

排出削減に取り組むなど、環境に配慮したエネルギー政策に努めること。 

 

３ 男女共同参画の推進について 

関係機関との連携や相談体制の充実などを推進し、女性の就労をはじめ幅広い相

談に適切に対応するとともに、寄り添った支援に努めること。 

 

４ 水道事業について 

水道事業については、関係自治体と十分協議を行うとともに、老朽設備の対策等

を適切に進めること。 
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５ 人権教育の推進について 

  人権教育の推進にあたっては、一人ひとりの尊厳と人権が尊重される社会の実現

に努めること。 

  

６ 消費者行政について 

消費者への広報・啓発活動やトラブルの実態把握を推進するとともに、関係機関

と連携し、事業者への指導を行うなど消費者保護のための取組に努めること。 

 

７ 自転車の安全利用の推進について 

    交通安全教室等の実施や自転車安全利用情報説明推進者等の活用などにより、自

転車の安全利用の推進に努めること。 

 

 

<文化スポーツ部> 

１ スポーツの振興について 

   府民のスポーツへの関心や意欲を高めるため、京都スタジアムの積極的な活用や、

ワールドマスターズゲームズ関西のＰＲ等を推進すること。また、老朽化した府内

のスポーツ施設の維持管理等に努めること。 

 

２ 文化の振興について 

   文化庁の京都移転や京料理の登録無形文化財の登録などを契機に、地域の文化資

源を活用した地域活性化等の取組が府内のみならず全国に波及するよう推進する

とともに、地域のニーズに合わせたきめ細やかな伴走支援に努めること。また、新

型コロナウイルス感染症や物価高騰等の影響を受けている文化芸術関係者等の支

援に引き続き努めること。 

 

３ 北山エリアの整備について 

  府立植物園や府立大学の共同体育館をはじめとした北山エリアの整備については、

府民や有識者等の意見を十分聴取した上で取り組むこと。 

 

４ 学生・生徒に対する支援について 

  新型コロナウイルス感染症や物価高騰等の影響を踏まえ、家庭の経済状況に関わ

らず、修学の意思のある学生・生徒が安心して勉学に打ち込めるよう、修学費用の

負担軽減に必要な支援及びその周知に努めること。 
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<健康福祉部> 

１ 高齢化対策の推進について 

  高齢者が地域で安心して暮らせるよう、関係機関や地域と連携を強化し、フレイ

ル予防をはじめとした健康長寿に向けた取組を推進すること。 

 

２ 地域医療体制の充実について 

  どの地域においても必要な医療が安心して受けられるよう、医師をはじめとする

人材の確保など、地域医療体制の充実に努めること。 

 

３ 障害者（児）支援の充実について 

  関係機関と連携を強化し、障害者（児）が必要とする支援の充実を図るとともに、

農福連携を含め就労支援を一層推進すること。 

 

４ 京都動物愛護センターの取組の推進について 

  府内全域で事業を実施するなど、京都動物愛護センターの取組を広く周知すると

ともに、保護犬等の減少に努めること。 

 

 

<商工労働観光部> 

１ 京都産業の発展について 

   コロナ禍の長期化に加えて、原油価格、物価高騰など厳しい経営環境にある中小

企業に対し、事業者に寄り添った制度融資や技術支援、販路開拓などの支援に努め、

産業の活性化を図ること。 

 

２ 総合的な雇用対策の推進について 

   生涯現役クリエイティブセンター等を活用するなど、多様なニーズに対応した総

合的な雇用対策を推進するとともに、障害者の雇用促進や定着を図るため企業等と

の連携を強化し、充実した支援に努めること。 

   

３ 観光振興について 

  府内各地の観光資源を活用し、関係機関と連携を図りながら観光振興に努めると

ともに、府域への更なる誘客につながる取組を推進すること。 
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<農林水産部> 

１ 農業・農村の振興について 

   肥料の価格高騰など農業の喫緊の課題に対する施策を推進するとともに、若者の

就農促進やスマート農業技術の活用、農村コミュニティの体制強化などにより、農

業・農村の振興に努めること。 

        

２ ブランド産品などの京都産農産物等の振興について 

   宇治茶の世界文化遺産登録に向けた取組をはじめとしたブランド力の向上など

の魅力発信に努めるとともに、京都産農産物等の販路及び消費拡大に一層取り組む

こと。 

 

３ 森林保全・林業対策について 

  森林保全・林業を取り巻く厳しい状況を踏まえ、森林経営管理制度に取り組む市

町村への支援や事業者への支援などに一層取り組むこと。 

 

 

<建設交通部> 

１ 道路等社会基盤の整備について 

地域住民の暮らしの利便性向上や安全性確保のため、適切な道路整備及び管理に

努めること。また、公園整備等の推進にあたっては、府民のニーズを踏まえた対応

に取り組むこと。 

  

２ 地域公共交通の確保・維持に係る取組について 

市町村や関係機関と連携し、利用者の増加に向けた取組を推進するとともに、地

域公共交通の確保・維持に努めること。また、鉄道の複線化や駅舎のバリアフリー

化など、利便性の向上に取り組むこと。 

  

３ 防災・減災対策について 

水位・氾濫予測システムの活用など、防災・減災に向けた対策に一層取り組むこ

と。 
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<人事委員会> 

１ 職員の採用試験について 

採用時期や効果的な広報等について工夫し、採用に向けた計画的な試験の実施に

努めること。 

 

２ 人事委員会勧告について 

国の人事院勧告等の状況を踏まえ、職員が意欲を持って勤務できる勧告に努める

こと。 

 

 

<教育委員会> 

１ 高校教育の充実等について 

ＰＴＡや地域と連携したコミュニティスクールなどにより、地域に開かれた魅力

ある学校づくりの取組を推進するとともに、学校の特色化を更に進めること。また、

修学支援事業の充実を図るなど、個々の実情に応じたきめ細やかな支援に努めるこ

と。 

 

２ 教育環境の充実と教員の人材確保について 

外部人材の活用等により、教員が授業等に集中できる環境の構築や心理的負担軽

減の取組を進め、教育の質を確保するとともに、教員の負担軽減に向けた働き方改

革を一層推進すること。また、集まれ未来の教員サポート事業等により、教員の魅

力向上の取組を進めるとともに、人材確保に努めること。 

 

３ 府立学校の施設整備について 

府立学校における空調設備の更新等を計画的かつ効果的に進めるとともに、施設

の長寿命化や危険箇所の点検・改修を計画的に進めること。 

 

４ いじめ防止・不登校等に対する総合的なサポート体制の充実について 

スクールカウンセラーや心の居場所サポーターの配置拡充、まなび・生活アドバ

イザーによる福祉関係機関等との連携強化、ＳＮＳを活用した多様な相談体制の構

築等により、いじめ防止や不登校等に対する総合的サポート体制の充実を図り、早

期発見・早期対応の取組を一層進めること。 
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<公安委員会> 

１ 交通安全対策の推進について 

交通手段に応じた運転技術や交通ルール等の安全講習・啓発を推進するとともに、

信号機や横断歩道など交通安全施設の整備にあたっては、府民の声を踏まえた交通

安全対策に努めること。 

 

２ 府民生活の安心・安全対策の推進について 

感染症等に対応するための資機材の充実に努めるほか、関係機関や地域と連携し

た府民生活の安心・安全対策への取組を推進すること。また、サイバーセンター（仮

称）の設置により、多様化するサイバー犯罪への対策に努めること。 

 

３ 警察施設の計画的な整備について 

府民の安心・安全の要となる警察施設の整備にあたっては、計画的に整備を進め

ること。 

 

４ 警察行政サービスの向上について 

運転免許の更新などの行政手続については、デジタル申請等をより一層活用し、

府民の利便性向上に努めること。 

 

 


